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慶應法学第 33号（2015：10）

相続開始後の事情への課税上の対応

第 1　相続税と所得税
第 2　相続財産の評価
第 3　相続財産の事後の価値の減少について

第 1　相続税と所得税

1　序

　本稿においては、相続後の相続財産の価値下落等に対する処理につき検討す

る。このような相続財産の価値の下落等という事情が法的な問題となる事例は、

その多くが相続税の課税後に発生するものであるから、このような事情に関す

る課税上の処理を検討する前提として、まず相続税及び所得税の関係を検討し、

次に、相続時の財産価値の評価について検討したうえで、本題についての検討

を行うこととしたい。

2　相続税と所得税

　⑴　所得の概念についての通説的な見解として、金子宏名誉教授の以下の記

述をまず紹介する 1）。

特集：法曹リカレント教育

小 田 島　良磨

 1）金子宏『租税法［第 20版］』（弘文堂・2015）181頁。



98

特集：法曹リカレント教育（小田島）

　「真の意味における所得につき、財貨の利用によって得られる効用と人的役務

から得られる満足を意味するが、これらの効用や満足を測定し定量化すること

は困難であるから、所得税の対象としての所得を問題にする場合には、これら

の効用や満足を可能にする金銭的価値で表現せざると得ない。」

　そして、所得を金銭的概念で表現する場合、消費型所得概念と取得型所得概

念が存する。

　このうち、取得型所得概念については、取得の範囲につき 2つの考え方があ

り、1つは、経済的利得の内、反復的・継続的に生ずる利得のみを所得として

観念するもので、所得源泉説と呼ばれるものである。所得源泉説を基にした所

得税にあっては、一時的恩恵的に発生した相続財産の取得は、所得税における

所得には当たらない。従って、この制度に立てば、相続税と所得税は課税範囲

が重複しないことになる。

　もう 1つの考え方は、反復的・継続的に生ずるもののみならず、一時的・偶

発的・恩恵的に発生した経済的利得も所得として捉えるという考え方であり、

ないしは、純資産増加説と呼ばれるものである。

　現行法においては、所得源泉説に比較的親和性を持つ所得分類が為されてい

るものの、反復的・継続的所得とは通常観念できない、事業性のない譲渡所得

や、一時所得、雑所得の規定をも存することに鑑みると、純資産増加説を採用

していると考えられている 2）。

　⑵　相続税の制度設計については、遺産税方式と遺産取得税方式という二つ

の類型がある。遺産税方式は、英米法系の国々で採用されており、人は生前中

に蓄積した富の一部を社会に還元すべきとの考え方に基づいていて、本来の意

味における財産税の特色を持つ。

　他方、遺産取得税方式は、偶然の事由による富の増加を抑制することを目的

としていて、この方式においては、原則として課税対象は取得された遺産であ

 2）以上について、金子・前掲注 1）、181頁。
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るから、この制度の相続税は、実質的には所得税の補完税としての機能を持つ。

　我が国の相続税は、戦前遺産税方式を採用していたものの、シャウプ税制以

来、担税力に即した課税を実現する趣旨から、遺産取得税方式を採用している

と言われている。もっとも、戦後間もなくは長子相続が社会一般的であり、こ

の場合課税の負担が大きくなり、また架空の申告が行われるため、現行法は、

原則として、遺産がどのように分割されても、税額の合計額が、相続人が法定

相続分で相続したと仮定した場合の税額の合計額と等価になるよう設計されて

おり、純粋な遺産取得税方式の体系を修正している 3）。

　⑶　現行法では、相続税については修正は受けているものの遺産取得税方式

を採用し、所得税については取得型所得概念の内の純資産増加説を採用してい

る。従って、相続財産への課税は、相続人が取得した一時的偶発的な経済的利

得への課税であり、相続税と所得税（一時所得或いは雑所得）の範囲及びその

課税の趣旨は一致する。両者はその範囲において、重複する。

　この点について、所得税法 9条 1項 16号は、「相続、遺贈又は個人からの贈

与により取得するもの（相続税法の規定により相続、遺贈又は個人からの贈与によ

り取得したものとみなされるものを含む。）」を非課税と定めている。

　最高裁判所は、いわゆる年金払い生命保険金二重課税事件 4）において、こ

の規定の趣旨を以下のように説示している。

　「同号にいう「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの」とは、相

続等により取得し又は取得したものとみなされる財産そのものを指すのではな

く、当該財産の取得によりその者に帰属する所得を指すものと解される。そし

て、当該財産の取得によりその者に帰属する所得とは、当該財産の取得の時に

おける価額に相当する経済的価値にほかならず、これは相続税又は贈与税の課

 3）金子・前掲注 1）、583頁、金子宏、佐藤英明、増井良啓、渋谷雅弘編著『ケースブック
租税法［第 4版］』（弘文堂・2013）583頁参照。

 4）最判平成 22年 7月 6日民集 64巻 5号 1277頁。吉田孝夫『最高裁判例解説　民事篇　
平成 22年度（下）』（法曹会・2014）431頁以下。
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税対象となるものであるから、同号の趣旨は、相続税又は贈与税の課税対象と

なる経済的価値に対しては所得税を課さないこととして、同一の経済的価値に

対する相続税又は贈与税と所得税との二重課税を排除したものであると解され

る。」

　⑷　これまでの検討からすると、現行法においては、一般法である所得税法

の内の一時所得といった所得区分の特別法として相続税法が存すると考えるの

が理論的であり、自然である。本稿では、基本的に相続税を取得税とし、所得

税の特則として考えていく。

3　相続税及び所得税と純資産の減少

　さて、本稿は相続財産の価値の下落について検討するものであるが、そもそ

も価値が下落しているということは、純資産が減少しているということである。

　所得概念における包括的所得概念は、通常、以下のように表される 5）。

　　　　　所得＝期中消費額＋純資産増減額

　この定式に従えば、純資産増加説の当然の帰結として、純資産そのものの減

少についても、それが消費によるものでない限りは、所得の減少事由となる。

　相続税に関しては、相続財産の相続財産以降の価額減少につき、後に相続財

産評価額を減少させる一般的な規定は存在しない。

　他方で、相続は、被相続人の生前に蓄積された財産を被相続人らが承継する

に際し課税するものであって、しばしばその税額は多額であり、しかも、相続

財産の中には換価しがたい財産もある。そこで、相続税法は延納や物納を一定

の条件の下に認めている。しかし、延納した後支配会社の株式が下落して会社

更生となり納付困難となった場合 6）や、時効取得を受け相続財産の所有権を

喪失した場合 7）など、後に相続財産の効用を得ることができなくなった場合

に、相続税の評価のやり直しを求める主張が訴訟においても行われ、これが排

 5）増井良啓『租税法入門』（有斐閣・2014）47頁以下参照。
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斥される事案が散見される。このような争いが提起される一因としては、法が、

純資産の減少につき一般的な所得の減少事由である規定が存していないことが

挙げられるように思われる。以下、相続財産の評価について幾つかの問題点を

検討したうえで、相続後の価値の変動等について検討していきたい。

第 2　相続財産の評価

1　序説

　⑴　それでは、次に、相続時の相続財産の評価について検討する。

　先に見てきたように、相続税は遺産取得税を前提にしており、純資産増加説

を前提した所得税とは、趣旨目的において重なり合うから、現行法上、相続税

法は、所得税法の特別法としての位置づけとなる。

　そこで、次に、これらの法規が、どのようにその価値を評価しているのかを

検討する。

　⑵　所得税においては、所得金額は収入金額から必要経費等の控除額を差し

引いて算出する（所法 22条 2項、36条、37条）。

　収入金額については、「別段の定めがあるものを除き、その年において収入

すべき金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合には、

その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価格）とする。」とあり（所法 36

条 1項）、「金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価格は、当該物若しく

は権利を取得し、又は当該利益を享受する時における価格とする。」とある

（同条 2項）。従って、収入金額は金銭の場合はその額、その余については、取

得時の時価を基準によることになる。

　所得計算上控除されるべき金額については、原則的規定として、事業所得、

 6）大阪高判昭和 62年 9月 17日行集 38巻 8・9号 1038頁（原審大阪地判昭和 59年 4月 25
日行集 35巻 4号 532頁）―永大産業事件。高裁判決の評釈として、石倉文雄「批判」ジ
ュリスト 929号 114頁。

 7）大阪高判平成 14年 7月 25日判タ 1106号 87頁（原審神戸地判平成 14年 2月 21日）。
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不動産所得、雑所得について、所得の計算上必要経費に算入すべき金額は、

「別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に係る売上原価そ

の他総収入金額を得るため直接要した費用の額及びその年における販売費、一

般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外

の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする。」（所法 37条

1項）。

　⑶　他方、相続税法については、相続が被相続人の一切の権利義務を承継す

るものであることから、資産及び負債それぞれの算出しなければならない。法

は「評価の原則」として、以下の規定を置いている。

「この章で特別な定めを除くほか、相続、遺贈又は贈与により取得した財産の価

格は、当該財産の取得の時における時価により、当該財産の価格から控除すべ

き債務の金額は、その時の現況による。」（相法 22条）。

　特別な定めとは、地上権及び永小作権の評価や定期金に関する権利、立木に

関する定めが置かれているが（相法 23条乃至 26条）、大部分が 22条の相続時

の時価によるということとなる。

　ここにおける時価とは、「課税時期において、それぞれの財産の現況に応じ、

不特定多数の当事者間で自由な取引が行われた場合に通常成立する価格をいう

ものと解する」8）ことに異論はないものと考えられる。

　但し、以下で述べるように、控除すべき債務については、確実と認められる

ものに限られる（相法 14条 1項）。

2　�その時の現況（相法 22条）と、確実と認められるものに限られる控除す

べき債務（相法 14条 1項）との区別

　⑴　当該財産の価格から控除すべき債務の金額としての、その時の現況（相

 8）東京高判平成 7年 12月 13日行集 46巻 12号 1143頁。
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法 22条）と、確実と認められるものに限られる控除すべき債務（相法 14条 1

項）については、明確に区別する必要がある。なぜなら、その時の現況により

評価するという点に関しては、相続財産（積極財産）についても共通するが、

他方、確実に認められるものに限るとするのは、控除債務特有のものだからで

ある。

　ここでいう、債務控除できる確実と認められるものについては、文言を素直

に読めば、保証債務など、いわゆる偶発債務を除く趣旨であるものと考えられ

る。

　保証債務は、債務としては負っているものの、主債務者の債務不履行など具

体的給付原因事実が未だ発生しない場合、具体的に金銭債務を負うかどうかや、

具体的な金額として金銭債務を負うかが確定していないから、資産負債の金銭

的評価として、評価しかねるところである。連帯債務者で負担割合を超える部

分や、物上保証人についても同じことがいえる。

　もっとも、これは租税法の法律解釈であり、遺産取得税は、遺産の取得に対

する純資産の増加に対し課する税であるところ、このような給付義務を負う地

位にあるかが不確実である場合、純資産の減少事由として評価できるかも不明

であるため、これを除く趣旨と捉えられる。

　⑵　ところで、保証債務を履行した場合や物上保証人が目的不動産を手放し

た場合、保証人や物上保証人は求償権を獲得し、また原債権を代位できる。

　従って、保証債務を履行した場合、保証債務の履行に伴い、求償権乃至代位

債権は資産となる。そして、求償権乃至代位債権が回収不能となったところで、

はじめて損失となる。

　細かく検討すれば、保証債務が存し具体的な保証債務の履行を受けていない

場合は、相続税法 14条 1項の問題であり、保証債務の履行請求を受けた後は、

相続税法 22条の問題であろう。従って、相続時、保証債務が存するだけで相

続人が保証債務等を履行することが確実でない場合は、債務控除できない。

　次に、相続時、保証債務の履行が求められ相続人が履行しなければならない

ことが確実である場合には、その金額につき債務控除はできる。ただし、履行
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に伴い資産は減少するが、主債務者に対する求償権が発生するから、この求償

権の回収不可能でなければ、資産として計上する必要が生じる 9）。この時点で

求償権が回収不能の状況にある場合には、資産として計上できないから 10）、

保証債務の控除のみが相続財産の課税価格の計算に影響することになる。

　他方、負担付贈与や負担付遺贈などは、負担を担うことが確実な約定であれ

ば、当然、債務控除できる。

　⑶　次に、債務の「現況」について検討すると、低利息債務に関する最高裁

判決 11）は、①控除債務が弁済すべき金額の確定している金銭債務の場合で

あっても、右金額が当然に当該債務の相続開始時における消極的経済価値を示

すものとして課税価格算出の基礎となるものではなく、あたかも金銭債権につ

きその権利の具体的内容によって時価を評価するのと同様に、金銭債務につい

てもその利率や弁済期等の現況によって控除すべき金額を個別的に評価しなけ

ればならないのであり、②弁済すべき金額が確定し、かつ、相続開始の当時ま

だ弁済期の到来しない金銭債務の評価について考えると、その債務につき通常

の利率による利息の定めがあるときは、その相続人は、弁済期が到来するまで

の間、通常の利率による利息額相当の経済的利益を享受する反面、これと同額

の利息を債権者に支払わなければならず、彼此差し引きされることとなるから、

右利息の点を度外視して、債務の元本金額をそのまま相続開始の時における控

除債務の額と評価して妨げないが、③約定利率が通常の利率より低い場合には、

相続人において、通常の利率による利率と約定利率による利息との差額に相当

する経済的利益を弁済期が到来するまで毎年留保しうることとなるから、当該

債務は、右留保される毎年の経済的利益の現在価格の総額だけその消極的価値

を減じているものというべきであり、このような債務を評価するときは、右留

 9）細かくいえば、保証債務の履行を求められてから実際に支払う前は、求償権は発生して
いないが、控除債務に保証債務を組み入れ、これに対応する資産として求償債権を入れ、
時価評価により、求償権の回収不能部分を控除するものと考えられる。

10）求償権を資産計上し、同日貸倒処理としてもよい。
11）最判昭和 49年 9月 20日民集 28巻 6号 1178頁。
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保される毎年の経済的利益について通常の利率より弁済期までの中間利息を控

除して得られたその現在価格（複利計算）を元本価格から差し引いた金額を

もって相続開始時の時における控除債務の額とするのが、相当であるとしてい

る。

　また、中間利息の控除については、相続人に留保される経済的利益を、過去

10年にわたる長期国債の応募者利回り及び長期プライムレートの平均値を用い

て計算し、それを元本から控除した額をもって債務の額とした裁判例もある 12）。

3　時価評価について

　⑴　先に見てきたように、財産の評価は相続時の時価によるのであり、かつ、

いくつかの特別の規定のほか、定められていない。これを補うために財産評価

基本通達が存するが、通達であるため、これによらなくても、時価として合理

的な価額を算定できるのであれば、問題ないことになる 13）。以下、財産の種

類ごとに、その時価評価に関わる問題点を検討してみよう。

　⑵　金銭の場合は、当該金額自体が所得の客観的価値となる。なぜなら、金

銭自体には効用はないが、他の効用を得るための交換価値そのものとなり、そ

の交換価値につき国家が保障しているからである。

12）東京高判平成 17年 2月 17日訟月 52巻 4号 1217号。大阪地判平成 19年 11月 14日判
タ 1282号 111頁。

13）この理は、単に納税者が通達の規定によらずに時価として合理的な算定をしうることの
みにとどまらない。相続税の節税対策として、土地の実勢価格と相続税評価額との差が大
きかったころ、被相続人が多額の金員の借入を行って土地を取得し、相続後相続人が土地
を売却して借入金を返済するといった手法が採られた際、課税庁側が通達によらず土地の
時価を算定しこれを裁判所が認めた裁判例もある。東京地判平成 4年 3月 11日（判時
1416号 73頁）は、「不動産の市場における現実の交換価格によってその価格を評価した場
合に比べて相続税の課税価格に著しい差を生じ、実質的な租税負担の公平という観点から
して看過し難い事態が招来することとなる場合……には、前記の評価通達によらないこと
が認められる特段の事情がある場合に該当するものとして、右相続不動産を右の市場にお
ける現実の交換価値によって評価することが許される」とした。金子ほか・前掲注 3）、656
頁以下。
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　⑶　前述したとおり、所得税法においても、相続税法においても、権利その

他の経済的利益の価格を時価と評価している。これは、当該金銭以外に得た利

益（効用）の評価をする基準は多分に質的であるため、これを量的に計るため

に金銭価値として評価するからである。

　しかしながら、売掛金等の一般的な金銭債権の場合、当該金銭を受け取る権

利そのものが権利の内容となっており、客観的価値として一旦は受けうる価格

そのもので評価することは差し支えないとしても、当該権利の行使により弁済

等を受けてはじめて本質的な効用を得るものであるうえ、当該債権が履行され

る保証はない。例えば、ある業者が物を売って搬入した際、当然業者としては

できれば直ちに代金の支払を受けたいところであるが、搬入先から代金は後払

いでと言われ、何か月か後に代金を受け取ることになった場合を想定しよう。

その業者の代金債権は売掛金であり一般的な金銭債権であるが、その約定の時

期に代金全額の支払を受けられればよいものの、実際には弁済期になっても代

金の支払を受けられる保証もなければ、支払を延ばされたあげく、結局搬入先

が倒産するなどして代金を踏み倒されることもある。このように、一般的な金

銭債権は、弁済を受けて現実の現金ないし即座に現金に換えられることのでき

る預金等の形に換えられない限り、結局何の効用も得られない 14）。同じことは、

物又は役務の提供をいずれ受けることのできる権利（予約権）についても同様

といえる。但し、権利は放棄できるから、納税者が権利を求めれば直ちに履行

されたにもかかわらず、あえて行使しなかった場合は、効用を得ることを自ら

放棄したといえる。この場合には、消費的性質を伴った純資産の減少である。

　さて、相続時の時価ということであるから、先に見てきたように、金銭債権

は時価評価ができるということになる。

14）利息を付して貸し付ける行為については、一種の利殖行為であるから、金銭の効用を用
いているともいいうる。しかし、元本の回収不可能による損失の危険のもとでの行為であ
るから、通常の金銭債権と同様に考えてよいだろう。また、預金債権等は、原則何時でも
金銭に換価できるので、金融機関が破綻するなどの事情がなければ、金銭と同様に考える
べきである。
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　ところで、所得税法の場合、一般の金銭債権の元本については、発生時点で

既に将来の回収可能性に懸念があっても、その時点で元本の全額を収入とすべ

き金額に含めるのが原則であり、後に支払を受けることが不可能になった場合

にはじめて、貸倒の処理を行う。従って、回収可能性を考慮しない不明確な価

額が計上されていることになる 15）。

　相続税の場合、金銭債権の評価について、評価通達では、元本及び課税時期

現在までの既経過利息として支払を受けるべき金額に厳格な要件の下での貸倒

を評価した金額（但し、部分貸倒は認めている。）である 16）。即ち、相続時の時

価といっても、通達では、基本的には、相続時点での部分貸倒等を認めるほか

は、収入とすべき金額をそのまま引き継いだ形をとっている。従って、通達に

従う限り、一旦は元本全額を所得として考えたうえで、事後貸倒で処理する形

をとっている。

　しかしながら、上記の無利息債務に関する最高裁判決昭和 49年 9月 20日に

おいては、『右金額が当然に当該債務の相続開始時の時における消極的経済価

値を示すものとして課税価格算出の基礎となるものではなく、あたかも金銭債

権につきその権利の具体的内容によって時価を評価するのと同様に、』と判示

されていることから、金銭債権につき、時価で評価することは当然の前提とさ

れている。したがって、利息なし、或いは著しい低利息の貸付金債権の場合、

満期までの現在価値に割り引いた価格を時価と評価して問題ないということに

なる。

　では、そのように評価した場合、貸付金から現在価値として評価した残りの

部分はどのようになるのであろうか。

　定期金に関する権利についてではあるが、第 1、2⑶で挙げた年金払い生命

保険金二重課税事件 17）においては、相続税の対象となる定期金に関する権利

15）個別の回収可能性を踏まえての評価は、貸倒引当金の設定で考慮可能ではあるが、税務
上必ずしも貸倒引当金を考慮できるわけではない。相続税の場合でも、通達では財産評価
の負債の要素から除外されている。財産評価基本通達 185参照。

16）財産評価基本通達 204、205。
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の時価についてはそれをいわば元本と考え、現実に受ける定期金と課税済みの

元本部分を「運用益」と解している。従って、この理から考えれば、無利息債

権につき、金額を控除した部分について弁済期に支払がなされた場合には、そ

の部分には所得課税がなされることになる。もっとも、現実問題として、総て

の無利息或いは著しい低利息の債権について、わざわざ現在価値の算定をした

うえで相続財産の価格を算定し、後に元本との差額部分につき所得課税を課す

ことは、煩雑であることは否めない。

　また、債権の評価方法としては、債権が履行される期待値を算出する方法も

考えられる。例えば、相続当時、2000万円の弁済期が 1年で、債務者が 1年

全額弁済できなくなる確率が 30％とすると、

　　　　　（1－ 0.3）× 2000万円＝ 1400万円

との評価になる。もちろん、一部弁済できるのかによっても異なるので、何段

階か分けて評価するときは、それぞれの期待値を出しその平均を出せば、理論

的にはその時の現況による評価が可能である。しかしながら、発生確率、回収

不能率及びその額のそれぞれに当該評価をした根拠を提示する必要があるので、

この方法により算出した結果が、合理的と立証しまた事実認定できるかは難し

いといったところであろう。この方法では、事後全額弁済を受けた場合や貸し

倒れた場合にどのような処理をするかが別途問題にはなる。

　⑷　一般に担保権が設定された相続財産の価額については、担保権を度外視

した当該財産の時価により評価するのが相当であるが、相続の時点において、

債務者が弁済不能の状態にあるため担保権を実行されることが確実であり、か

つ、債務者に求償して弁済を受ける見込みがないという場合には、債務者が弁

済不能の部分の金額を控除して当該財産の価格を評価するのが相当であるとし

た裁判例もある 18）。このような場合、確実と認められる債務の控除と当該財

産の時価は異なるのであり、担保権を度外視した当該財産の時価により評価す

17）前掲注 4）。
18） 東京地判昭和 57年 5月 13日訟月 28巻 12号 2347頁。
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るのが相当である旨の判示は、両者の関係を混同するものとして、批判するこ

ともできそうである。

　しかしながら、具体的に、どのようにしてこのような担保権付財産の「時

価」と評価するのかは難しい。

　例えば抵当権付の土地の場合、抵当権実行の場合等に売主は担保責任を負う

（民法 567条）。即ち、抵当権実行の場合は、契約の解除をされ、損害賠償を受

け得る。実際には担保を外さない限り売れないところである。

　しかし、担保を外すということは、特別な事情のない限りは、他の担保を差

し出したり被担保債権を弁済したりするわけである。このように、その土地等

資産の評価額から被担保債権額を差し引けば、概ね、時価は算出できると思わ

れるが、偶発債務につき債務控除しない特別の規定があるにもかかわらず、時

価の算定の際に偶発債務につき任意で履行した場合の価額を差し引くのでは、

債務控除の規定の趣旨を潜脱するのではないかということであろう。

　もっとも、抵当権実行の発生確率も加味して差し引けば、偶発債務につき債

務控除しない規定とは異なる価格算定も可能である。しかし、その発生確率の

主張立証、及び事実認定は困難と思われる。

　実際には、偶発債務のために取引価格が算定できず、時価を算定しようとす

ると偶発債務を考慮せざるを得ず、債務控除の考え方と矛盾するという問題点

もあるのではないかと思われる。

　⑸　土地について

　評価通達では、土地のうち、宅地については、市街地的形態を形成する地域

にある宅地は路線価方式により、そうでない場合は、固定資産税評価額に一定

の事情を斟酌して倍率を乗じる倍率方式により評価することになっている 19）。

このような評価通達の使用については、「本件のように、評価通達の定める路

線価方式により評価すると、その価額が客観的時価を超える可能性があること

により、著しく不適当と認められる場合には、右路線価方式によることは相当

19）財産評価基本通達 11。
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でなく、それ以外の、客観的時価を超えることなく、しかし客観的時価により

近似する価額を求め得るような方式で評価するのが相当ということになる。」

とした判決 20）、がある。

　なお、本判決では、「路線価は各年の 1月 1日時点の公示価格の概ね 8割程

度の価格をもって定められており、かつ、その公示価格は、適正な地価の形成

に寄与することを目的として、標準値について自由な取引が行われるとした場

合におけるその取引について通常成立すると認められる正常な価格（すなわち

客観的時価）として公示されたものである以上、課税庁の評価方法すなわち平

成 4年の路線価を 0.8で割り戻した単価をもって同年 1月 1日時点における客

観的時価を反映したものとし、右単価を基に近隣公示地の同年 1月 1日時点の

公示価格と平成 5年 1月 1日時点の公示価格の変動から算出される平成 4年

12月 21日時点（相続開始時）での時点修正率を用いた時点修正をして得られ

た価格を修正単価として、これを路線価方式における路線価に代入する方式」

を、納税者の主張する方法よりも客観的時価により近似する価額を求めうると

しており、急激な価格変動に対応する合理的算出方法の一つとして注目され

る。 

　さて、時価を評価するには、路線価による以外に、実際に売却して当該価格

とする、不動産鑑定を実施する、などの方法もある。不動産鑑定評価の場合、

原価法や取引事例比較法、収益還元法などの手法を組み合わせて吟味して評価

するので、価格も一意に決まるわけではない（これは、実際に売却する場合も同

様である。）。価格の合理性が認められれば、当該価格が時価と認められるとこ

ろであろう 21）。

　⑹　建物、減価償却資産その他一般の動産

　ア　これらの資産は、基本的に経年劣化して資産価値が減少する。

20）東京高判平成 11年 8月 30日訟月 47巻 6号 1616頁。
21）課税庁による鑑定結果よりも裁判所による不動産鑑定による鑑定結果のほうが合理的と
評価し課税庁の更正処分等の一部を取り消した裁判例として、名古屋地判平成 16年 8月
30日判タ 1196号 60頁。
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　イ　建物の評価は、通達では、家屋については、固定資産税評価額（なお、

固定資産税評価にあたっては、家屋は、再建築費評点数を基礎とし、損耗による減

点を行って（さらに家屋の状況により必要があれば家屋の需給状況による減点を行

う。）評価点数を付設して、その評点数に一点当たりの価格を乗じて算出する。）22）

に一定の倍率（1.0）を乗じたものを相続税評価額としている 23）。

　構築物は、再建築価格から経年劣化した償却費を定率法によって控除した金

額の 70％の金額で評価する 24）。

　ウ　一般の動産については、実際に売却する、見積もりをとる、市場価格を

参考にする、減価償却して評価を出すといった方法で対応することができるだ

ろう。通達では構築物の減価償却の場合定率法を用いている 25）。

　エ　美術品、骨董品などは、物理的には経年劣化しうる財産であるが、時と

ともに価値が下がるわけではなく、時価が変動する財産である。

　従って、相続開始時の時価を決めなければならない。通達では、書画骨董品

の評価を売買実例価格、精通者意見価格等を参酌して評価するとしており 26）、

概ねそのような評価でしか財産評価できないのではないか。

　⑺　株式

　ア　これも、時の変動とともに価格が変動する資産であり、経年劣化する資

産とはいえない。

　イ　財産評価基本通達によれば、上場株式と気配相場等がある株式と取引相

場のない株式と分けている。

　上場株式の価額については、その株式が上場されている金融証券取引所（国

内に 2つ以上の金融商品取引所に上場されている株式については納税者の選択した

金融商品取引所とする。）の公表する課税時期の最終価格で判断する。ただし、

22）固定資産評価基準第 2章第 1節一、二。
23）財産評価基本通達 89、別表 1。
24）財産評価基本通達 97。
25）財産評価基本通達 130。
26）財産評価基本通達 135⑵。
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その最終価格が課税時期の属する月以前 3か月間の毎日の最終価格の各月ごと

の平均額（以下「最終価格の月平均額」という。）のうちもっとも低い価格を超

えるときは、その最も低い価格によって評価するとしている 27）。

　気配相場等のある株式に関しては、登録銘柄及び店頭管理銘柄については、

日本証券業協会の公表する課税時期の取引価格によって評価する。ただし、そ

の最終価格が課税時期の属する月以前 3か月間の毎日の最終価格の各月ごとの

平均額（以下「最終価格の月平均額」という。）のうち最も低い価格を超えると

きは、その最も低い価格によって評価する。公開途上の株式については、公開

価格（金融商品取引所又は日本証券業協会の内規によって行われる入札により決定

される入札後の公募等の価格をいう。）によって評価するとしている 28）。

　取引相場のない株式については、大会社と中会社と小会社に分ける。そして、

大会社は類似業種比準価額によって評価するが、納税者の選択により 1株当た

りの純資産価額（相続税評価額によって計算した金額）によって評価することが

できるとする。

　また、中会社は、

　　　　　 類似業種比準価額× L＋ 1株当たりの純資産価額（相続税評価額

によって計算した金額）× 1－ L

（Lは評価会社の評価会社の総資産価格（帳簿価額によって計算した金額）及び従業

員又は直前期末以前 1年間における取引金額に応じて、それぞれに定められた割合

のうち大きなもの）

で評価する。ただし、算式中の類似業種比準価額を 1株当たりの純資産価額

（相続税評価額によって計算した金額）によって計算できる。

　小会社については、1株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した

金額）によって評価する。ただし、納税者の選択により Lを 0.5とした上記算

式により計算した金額によって評価することができるとする 29）。

27）財産評価基本通達 169⑴。
28）財産評価基本通達 174⑴イ⑵イ。
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　なお、取引相場のない株式で同族株主以外の株主に対する株式については、

所謂配当還元方式と呼ばれる方法（1株当たりの年配当金額／ 10％× 1株当たり

の資本等の額／ 50円）での計算によることが規定されている 30）。

　ウ　前記のとおり、時価とは、課税時期において、それぞれの財産の現況に

応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われた場合に通常成立する価格

をいうので、上場株式や気配相場等のある株式について、公開価格や取引価格

を時価とするのは、ある意味当然である。株価は常に不規則に上下に揺れてお

り、たまたま高価になってしまった場合の評価については、実際の価格とはい

え、株式価値としての実態としては反映していないともいい得る。通達では、

課税時期の属する月以前 3か月間の毎日の最終価格の各月ごとの平均額のうち、

もっとも低い金額によって評価するとしている。いわゆる永大産業事件地裁判

決 31）では、「あくまで株価は、日々上下することがあるため、相続開始時に

一時的に騰貴した株価をもって相続財産の評価額にするには不合理であること

から、これを避ける趣旨で定められたものと解すべく、また最終価格の月平均

額を相続開始の 3か月前の株価のみを考慮し、相続開始後の株価を考慮しない

こととしたのは、株価の恣意的操作を防ごうとする趣旨にほかならないと解す

べきである。」とし、「相続開始時の時価の算定基準を示すことは、右時価の評

価を納税者に委ねた場合の不統一による不公平を回避し、相続税の課税の公平

を期するために、必要的かつ合理的なことであり、右基本通達 169条に定める

株式評価の方法は、株式の実質的な価値と一時的な需給関係による価格の変動

を調整し、実勢価格を加味するものであって、合理的なものであるというべき

である。」としている。

　次に、株式は会社の持分権であり、会社の純資産を発行済株式総数で除すれ

ば、株式 1株当たりの価格が求められる。しかしながら、相続税法 22条は時

価をいい、何年も前に取得した資産などは簿価と時価とが乖離する場合がある。

29）財産評価基本通達 179。
30）財産評価基本通達 178、188、188‒2。
31）前掲注 6）。
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従って、会社資産を時価で評価し直した額に債務額を減じた額が本来の純資産

の額であり、これを発行済株式総数で除すれば、1株当たりの時価が判明する。

但し、株主となる相続人一人一人が、被相続人の死亡時（相続時）の会社財産

の時価を算定できるわけではない。また、事業規模が大きいほど後述するよう

に実際に会社財産を処分することは困難であり、その点を軽視した計算方法と

はいえ、必ずしも一律これによるべきとはいえないが、理論的合理性がある以

上、納税者が、この方式により合理的な算定をして申告したのならば、課税庁

が拒絶する余地はないと考えるべきであろう。

　通達による純資産価額方式では、相続税評価額を基準にするので、基本的に

は、これまでの通達の検討があてはまる。つまり、土地等については安価にな

りやすく（但し、これを利用した租税回避阻止の規定が存在する。）、土地等の資産

が多い会社は取引価格そのものの価格で出すよりは有利になりやすい。なお、

資産が所謂不良債権や売れない商品（棚卸資産）ばかりの会社では、もともと

実態以上に資産が膨張しているが課税にもこれが大きく影響することになる。

部分貸倒の処理や商品を実際の売価で評価するにしても、課税金額が高くなる

ことは否めない。とはいえ、このような会社は資金繰りが悪い場合が多く、最

悪倒産しかねないので、そもそも相続するか否かという点から検討を要するこ

とになろう。

　このような純資産による計算方式は、資産と負債の差で評価するものであり、

会社の処分価格ともいいうる 32）が、実際には会社は継続性を前提としており、

目的達成による解散という可能性は低く、倒産した場合には残余財産などまず

存在しない。仮に会社を解散できるだけの株式数が相続財産に存在したとして

も、会社には従業員の雇用の維持等といった社会的要請があることも鑑みれば、

処分価格で算出した税金支払のために、株式譲渡の困難な会社に解散を選択さ

せることは社会的に妥当でない場合も多い。

32）但し、処分した際に発生する負債は確実と認められるものばかりではないので、純理論
的には控除債務に含まれず、評価されないという問題が生じる。評価会社の純資産価額の
算定にあたって控除すべき負債の意義について、金子・前掲注 1）、628頁参照。
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　通達の類似業種比準方式は、株価の決定要素としては、1株当たりの配当金

額、利益金額及び純資産価額（帳簿価格）の 3つが重要であるという考慮から、

類似業種ごとに 3つの要素の加重平均（1：1：3）を対比させ、それを通じて

平均株価に対応する金額を算出したうえ、評価の安全性を図るために大会社は

0.7、中会社は 0.6、小会社は 0.5をもって評価会社の株式の評価額とされてい

る 33）。また、小会社においては、地価高騰の時代に純資産価額方式によると

事業承継が困難になるとの批判が生じ導入されたものである 34）。

　類似規模の類似業種であれば、同様ないし類似の事業規模の同様ないし類似

の業務を行っているのであるから、当該業種の特性や事業の収支構造等が類似

する場合が多いことから考えて、配当金額、利益金額、純資産価額で利益金額

の比率を加重して比較すれば、株式価値もおおよそ比例するであろうとの推測

のもとに、株式評価を求める手法であると考えられる。小規模会社に導入され

たように、この方式の特徴は、当該会社に特有の事情をある程度排斥できる。

たまたま当該会社の使用する土地が、他の土地と比して、年数とともに価格が

急上昇した場合、当該土地の価格が高くなっても、土地が高価であることを利

点として事業を行っているわけではないから、土地の価値が上がっても収益が

上昇しているわけではない。

　この場合、純資産価額で考えると、土地の売却価格が高くなり、実際には、

株主は会社を処分して換価できないのにも拘わらず、また、会社の収益や配当

にも還元されないのにも拘わらず、相続税額が高額になる。その価値は既に簿

価で評価されているのならば一応評価するとしても、現実には会社を運営して

いく以上、実現する可能性は低い。会社としての効用という点で、継続性を前

提とする会社の評価として合理性があるといえる。

　取引相場のない株式については、株式譲渡による資本回収が難しいといえる

が、さらに、会社経営権に影響を与えられない株主にとっては、配当利益とい

う自益権のみが株式の評価の中心とせざるを得ず、しかも、配当政策は実際に

33）金子・前掲注 1）、626頁。
34）金子・前掲注 1）、627頁。
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は経営者が行うものであって、会社は利益を出しても配当を行う必要はない。

そうすると、同族株主以外の株主等が取得した株式等で、会社の経営権に影響

を与えられない株式割合しかない株主にとっては、将来の配当を中心に評価す

ることは、合理的といえる（但し、純粋に将来の配当の総額の現在価値と計算し

てしまうと、計算が困難なばかりではなく、現在の配当所得との関係で問題が出て

くる。）。これに対し、配当政策に影響を及ぼすことができる者は、会社支配権

の効用を享受し配当政策にも関与することができ、将来の配当が資産価値の中

心という評価の前提を欠くうえ、これを認めると、配当金額を恣意的に操作し

て相続税を軽減し、その反面、その後は配当を増加させるといった租税回避を

目的とした配当政策等の経営を行うなどの弊害も生じるから、配当金額を重視

するこの配当還元方式は相当でないといえる。

　このように考えると、取引相場のない株式のうち同族会社で、議決権割合が

低い株主に限ってこの配当還元方式を認めており 35）、基本的な姿勢としては

正しい。もっとも、形式的要件たる比率については、わずかに上回る場合など

に当該株主がその趣旨に適合する状態であれば、適用されてもおかしくはない 36）。

反対に、わずかに下回る場合でも、趣旨に適合しないのであれば、適用しない

との判断もおかしくはない 37）。

　その他、割合で表される形式的要件については、条件に満たない場合であっ

ても、基本的にその通達の趣旨が妥当する又は妥当しないといった場合もまま

あるのではないだろうか 38）。つまり、通達はあくまで行政の解釈基準なので、

35）財産評価基本通達 188。
36）中心的な同族株主以外の同族株主については 5％未満の場合にのみ配当還元方式をとる
現行の通達について、金子・前掲注 1）630頁は、5％以上の場合に常に配当還元法の適用
を否定するのは、納税者に酷な場合が少なくないと思われるとする。

37）東京高判平成 17年 1月 19日訟月 51巻 10号 2629頁は、配当還元方式は、評価会社の
経営に関して実行支配力のない同族株主以外の株主の保有する株式に限って例外的に適用
されるものとし、相続直前に保有株式の一部のみ売却し同族株主以外の株主となった納税
者に対し、実行支配力が及んでいるとして、配当還元方式を適用しないこととした。

38）株式保有特定会社に該当するか否かの事案につき、東京地判平成 24年 3月 2日判時
2180号 18頁参照。
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かかる場合には、裁判において異なる判断が存する余地があるということであ

る 39）。

第 3　相続財産の事後の価値の減少について

1　総論

　⑴　それでは、相続財産が相続後、その価値が減少した場合、どのような扱

いを受けるのであろうか。

　ア　ここで一度、民法上の相続について確認しておくと、相続人は、相続を

知った日から 3月以内に、単純承認をするか、家庭裁判所に対し放棄または限

定承認の手続きをしなければならない。但し、期限の許与の制度がある（民法

915条 1項）。また、被相続人の相続財産を処分しても単純承認として見なされ

る（民法 921条 1号）。

　また、限定承認の場合、相続人全員が行わなければならない（民法 923条）。

　相続に関する権利関係については、資産については、相続人の共有となる

（民法 898条）。但し、金銭債権等の可分債権については、当然分割される 40）。

もっとも、実務では預金債権等は相続人の同意があれば遺産分割の対象にされる。

　相続債務については、相続人の法定相続人分に分割して承継される。連帯債

務は、その分割された限度で連帯して債務を負うことになる 41）。

　遺産分割協議及び遺産分割調停、遺産分割審判は、共有物分割の特則であり、

民事実体法上、遺産分割協議は、いつでも行うことができ、期間制限がない。

　イ　株式は共有になるので、会社の同意ない限り、当該株式についての権利

を行使する者一人を定め、会社に対し通知しなければ、当該株式についての権

利行使ができない（会社法 106条）。

39）なお、取引相場のない株式の評価を検討した裁判例として、大阪地判昭和 53年 5月 11
日行集 29巻 5号 943頁。

40）最判昭和 29年 4月 8日民集 8巻 4号 819頁。
41）最判昭和 34年 6月 10日民集 13巻 6号 757頁。
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　預金債権については、実際は金融機関が銀行口座を凍結してしまい、遺産分

割協議書を提出してそれぞれの相続人の口座に振り込む方法がとられている。

判決により引き下ろすことができるが、上記のとおり遺産分割の対象にされる

のが実際のところなので、引き下ろすのは難しい。

　また、相続を原因とする不動産の所有権移転登記についても、実務上、相続

人関係図や遺言又は遺産分割協議書を添付書類として要求されている。従って、

実際には、遺産分割の合意を得ないと、財産の処分ができない場合が多い。

　ウ　これに対する、相続税法の基本的な定めとしては、相続税の納付義務は、

現行法上相続の開始を知った日の翌日から 10月以内に申告し納付しなければ

ならない（相法 27条 1項、33条）。もっとも、遺産分割により法定相続分と異

なる金額を取得することとなった場合は、更正の請求を行うことができる（相

法 32条 1項 1号）。

　遺産分割を行わない限り、事実上、財産の使用収益処分は制限されるが、民

事実体法上、相続が発生し単純承認すれば、遺産分割を経なくても共有になる

のであり（共有持分があることには間違いがなく、物の効用を受けうる地位にいる。

遺産分割は、共有者がどのように単独分割等するかを共有者間で決めるという話で

ある。）、遺産分割の期限も限定されないということであれば、係る規定も致し

方ないといえる。

　当然のごとく、取得時の時価とは、相続であれば遺産分割時ではなく、相続

時である。

　⑵　相続財産の事後の価値の減少

　ア　永大産業事件地裁判決 42）においては、前述した株式の評価に係る通達

の合理性を説示したうえで以下のとおり判示した。

「相続は被相続人の死亡と開始するのと共に、相続税の納税義務が発生するし

（国税通則法 15条 2項 4号）、また、相続財産を取得したものは、相続開始の

42）前掲注 6）。
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あったことを知った日の翌日から 6月以内［現行法 10月以内］に相続税の申告

をすべく（相続税法 27条参照）、そもそも、相続人は、相続の開始を知ったと

きから遅滞なく相続税の申告をしてこれを納付すべきものである。したがって、

相続開始時から右相続税の申告までの間に相続財産の価格が下落した場合には、

これによる損害は、相続人においてこれを負担すべきものであると解するのが

相当であって、右損害を回避するためには、相続人において遅滞なく相続税の

申告をしてこれを納付すべきであり、また、もし、相続の開始後相続税の申告

までの間に、相続財産の価格が下落したために、現実に相続財産を相続するこ

とにより損害を被ることが予想される場合には、相続の放棄又は限定承認（民

法 915条）をもって、これに対処すべきである。もし右のように解さずに、相

続財産の評価を、相続開始後相続税の申告までの間に相続財産の価格が下落し

たときは、その下落した価格によるものと解することは、相続財産の価格を、

当該財産の取得の時（相続開始の時）における時価とした相続税法 22条の明文

の規定に反するばかりでなく、株式のような変動の激しい相続財産については、

相続開始後、これを大量に売り出すなどして、一時的に相続財産の下落させる

操作を容認することになる上、さらに右価格の下落前に相続税の申告をしてこ

れを納付したものとの間に税額の不均衡が生じて不合理な結果を招くことにな

るのである。」

　イ　本裁判例では、納税者は、遺産分割後社会的事由により株価が暴落し、

延納による支払ができなくなり差押えを受けたことから、当初従った通達は根

拠がなく、相続開始前 2年と相続開始後申告書提出期限まで 2年半の相続開始

前後にまたがる期間のなかの最低価格によるべきであると主張しているが、通

達に従わず、仮に相続開始後の期間を考慮できると考えても、さすがに納期限

10か月が限度で、2年など長期過ぎて到底無理である。

　また、納税者は、輾転流通の可能性のない支配株であるから売れないなどと

主張している。しかし、株式も現物の資産であり、その本質は会社の持分権で

ある。そして、現物である以上、有していることにより効用を満たす能力はあ
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るのであり、その評価は、原則相続時の時価による。上場株式ということであ

れば、会社支配権としての効用を享受し維持したいがために売らなかったわけ

で、理由になっていないと思われる。

　ウ　もっとも、事例が極端だったからであるが、判旨の「相続開始時から右

相続税の申告までの間に相続財産の価格が下落した場合には、これによる損害

は、相続人においてこれを負担すべきものであると解するのが相当」とする判

断も、そのまま受け取るべきかは大いに疑問である。

　なぜなら、取得税の本質はその効用を得る能力に対し担税力を見いだし課税

するものであって、現物の場合、効用を量的に測る手段として取得時の時価を

用いているのである。そして、相続を承認するか放棄するかの態度を原則 3か

月で決めた後納付期限まで 10か月あるが、その間に相続人の責めに負わない

理由により時価が下落し、結果、相続財産の時価が納付額を下回った場合に、

当該納付額を維持することは、相続財産の換価や物納等を用いて取得した全て

の効用を租税債務の納付に用いても、相続税額まで塡補できず、取得した以上

の負担を相続人に帰属させることになり、取得税の本質に反し、妥当でない。

従って、この場合、救済方法が問題となる。

　エ　資産の下落は、金銭的評価が変動する資産であるから、その多くは、物

納の対象になっている（相法 41条 2項）。そして、物納財産の収納価格につい

ては、「課税価格計算の基礎となった当該財産の価額による。」とされ（相法 43

条 1項本文）、「ただし、税務署長は収納の時までに当該財産の状況に著しい変

化が生じたときは、収納の時の現況により当該財産の収納価額を定めることが

できる。」とある（相法 43条 1項ただし書）43）。従って、相続人の責めに負わ

ない理由により時価が下落し、結果相続財産の時価が納付額を下回った価格に、

ただし書きの規定で収納価格を納付額より下げることは、相続税法の本質に反

し、合理的裁量を越え許されないものと解すべきである。

　但し、この方法の場合、全て解決できるわけではない。担保権付権利（不動

産や株式）や譲渡制限株式は、管理処分不適格財産の定めがあり、物納できな

い（相令 18条）。担保権付権利は上記で示したとおり、評価としては担保権を
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度外視して評価する判例まであり、取引価格がない株式を無理に評価している

のにも拘わらず、物納できないのである。

　従って、この方法にも限界がある。資産価値を評価されているのに、換価で

きないばかりか物納もできず、迷惑極まりないが、現行法上の限界である。立

法論も提唱されているが 44）、現行法上では、相続する際に、相続人として負

うリスクはわきまえる必要があるだろう。

　⑶　以下では、相続開始後、財産の価値が下がった場合等について、個別に

検討していく。

2　現金預金

　⑴　現金のうち、日本円については、価値を計る基準であるから、価値の増

減は観念できない。外国の貨幣については、為替相場でその価値が変動するか

ら、為替相場の変動により不慮の事故の損害を被ることを避けるためには、納

税分は、早めに日本円に換価したほうがよいだろう。

　⑵　預金については、現金にいつでも換価できるから、現金と同様に考えて

よい。金融機関が破綻した際は、預金が自由に引き出せなくなった時を基準に、

43）なお、通達では、「収納の時までに当該財産の状況に著しい変化を生じたとき」の例示
として、土地の地目の変更、荒地となった場合、竹林の植付又は伐採をした場合、所有権
以外の物件又は借地権の設定・変更・消滅、家屋の損壊（単なる日時の経過によるものは
含まれない）又は損失、自家用家屋が貸屋になった場合、引き続き居住の用に供す土地又
は家屋の物納、天災により法人の財産が甚大な被害を受けたことその他の事由により当該
法人の株式又は出資証券の価額が評価額より著しく低下したような場合（上場株式の価額
が証券市場の推移による経済界の一般的支出に基づき低落したような場合は含まれない）、
清算中の法人又は相続開始後解散した法人が財産の一部を株主に分配した場合（この場合
評価額から分配した金額を控除した金額を収納額として物納に充てることが可能）、財産
の使用・収益・処分について制限が付けられた場合、を挙げている（相続税基本通達 43-3）。

44）首藤重幸「相続財産の評価⑵―上場株式の評価と相続開始後の財産価値の下落」『租
税法判例百選［第 5版］』（有斐閣・2011）153頁には、「一般的にいえば、相続人の責めに
帰し得ない事情で、相続開始後に相続財産の価額が著しく減価（例えば、2分の 1以下に
減価）した場合には、相続税の法定納期限までを期間的限界として、評価額の修正の申請
を認めるというような内容が考えられる。」とされている。
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相続税の債権の時価評価又は所得税の金銭債権（貸倒）の処理をすることにな

ると考えられる。

3　一般の金銭債権

　⑴　金銭債権の価値の減少、即ち、貸倒れた場合ということである。

　⑵　所得税法の場合

　一般債権が貸倒れた場合、事業所得については、貸倒れた年度の必要経費に

算入される（所法 51条 2項）。

　雑所得、一時所得など、事業所得以外の所得については、その回収すること

ができないこととなった金額又は返還すべきこととなった金額に対応する部分

の金額は、当該各種所得の金額の計算上、なかったものとみなされるので（所

法 64条 1項）、当該債権を収入金額として計上した年度の申告につき更正の請

求をする（所法 152条）。

　両者は、損失として計上できることには変わりないが、計上できる時期が異

なる。これは、事業所得については継続性を前提にしており、会計上も損失の

発生した時点で経費に算入するためである。

　⑶　ところで、この貸倒については、いわゆる雑所得貸倒分不当利得返還請

求事件判決 45）が存する。その説くところを要約すると、①究極的には現実の

収支と一致したものを課税するが、②権利確定主義（筆者としては、発生主義と

言い換えてもよいと考えられる。）のもとでは、一般の金銭債権の所得計上は、

未必利得の前納的性質を持つので、これが貸し倒れれば、所得なきところに課

税したもので、現実の収支（現金主義）と一致させるための処理が必要である。

③そして、これを課税庁が無視するまま徴税し又徴税した利益を保有すること

は許されない。④もっとも、貸倒の有無による是正については、まずは権限を

有する課税庁が措置をとる事項である。⑤とはいえ、貸倒が明白な場合には、

課税庁の判断を仰ぐまでもなく、納税者は不当利得返還請求権を行使できる。

45）最判昭和 49年 3月 8日民集 28巻 2号 186頁。
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　このような貸倒の趣旨からすれば、貸倒が発生した場合、なんらかの是正処

理が必要不可欠ということである。

　先に見てきたように、金銭債権の本質は、その履行を受けることをもって効

用を得るところ、それが履行されず貸倒れた場合には、結局当初から効用を得

ることができなかったことにほかならないから、この判例は至極妥当なものと

いえよう。

　⑷　それでは、個人が金銭債権を相続乃至贈与により取得し、その後に当該

金銭債権が貸倒れた場合はどのように考えるべきか。

　まず、贈与の場合を考えてみる。個人が法人から贈与を受けた場合、相続税

法の適用はなく（相法 21条の 3第 1項 1号）、一時所得になる。

　そして、一時所得であっても、債権が貸倒れた場合、受贈者は結局当初から

効用を得ることができなかったことにほかならない。従って、個人が法人から

金銭債権を無償で譲り受け、後に当該金銭債権が貸し倒れた場合、当該金銭債

権が譲り受けた年度の一時所得として金銭債権の額を一時所得の収入金額とし、

回収不能となった時点で、前記年度の収入金額から当該金銭債権を差し引く旨

の更正の請求（所法 64条 1項、152条）をなすことになると考えるのが合理的

である。

　それでは、個人が個人から贈与を受けた場合に、後に貸倒れた場合はどう処

理すべきであろうか。

　相続税法上は、所得税法 64条 1項、152条といった是正できる条文はない。

その意味では、是正できないとする考え方も、確かに 1つの結論ではあるのか

もしれない。しかし、相続税は所得税と同じく取得税であり、一時所得の特別

規定であって、同じく趣旨が妥当するところである。そして、所得税法上、一

時所得における貸倒の場合、貸し倒れた時期の損失として計上するのではなく、

当該債権を収入金額として計上した年度の申告につき更正の請求をするのであ

る。従って、贈与の後に貸倒が発生したからといって、贈与税で処理するので

はなく所得税で考慮すると考えても、所得税法自体が、一時所得の場合、貸倒

が発生した年度で処理をすることを考えておらず、当該債権を収入金額として
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計上した年度の申告につき更正の請求ができるとしているのであり、その当該

年度、受贈者は一時所得の特則たる贈与税として申告しているのである。そし

て、この場合、一時所得と贈与税を区別して、後者につき貸倒処理を認めない

合理的な理由がない。あるとすれば、法の欠缺のみである。しかし、これは、

究極的には現実の収支を問題とし、金銭債権の確定的発生の時期を基準として

所得税の賦課徴収するのは、実質的には、未必所得に対する租税の前納的性格

を有し、当該債権が貸倒によって回収不能の場合、結果的に所得なきところに

課税したものとして、当然にこれに対するなんらかの是正が要求されるとした

上記判例からすれば、合理的な理由とはいえないであろう。

　しかも、発生主義による申告をした結果、手元に現金が入ってくる前に納税

したあげく、貸し倒れたときにも還付されないというのであれば、納税者とし

ては、現金主義で申告すれば貸倒の問題は発生しないのだから、事実上現金主

義で申告するに決まっている 46）。贈与財産たる債権につき会計帳簿をつけ、

発生主義で計算する必要のある者も希であろう。

　よって、これは発生主義をとる前提として、是正の措置は絶対に必要である

と考える。所得税法 64条 1項、152条に準じて更正の嘆願をなしたうえで、

これが認められなければ端的に不当利得返還請求権を行使できると解すべきで

あろう。

　⑸　それでは、次に、相続の場合を考えてみる。確認として、被相続人の得

た債権が貸し倒れた場合には、所得税法 152条の請求権者に「相続人」が含ま

れているので、被相続人が当該債権を収入時期とした年度（事業所得以外の場

合）に遡って更正の請求ができる（所法 64条 1項）。また、事業所得について

は、貸倒は貸し倒れた年度の必要経費に算入される（所法 51条 2項）が、事業

46）もちろん、この場合現金主義でもよいとする法令上の明文の根拠はないが、金銭債権の贈
与を受けて予め税金を支払い、結局（全額）貸し倒れて金銭を受け取れず、さらに還付も受
けられないのであれば、納税者は、単に税金を支払っただけで明らかに損するだけなので、
そのような立場に置かれる納税者に対し、発生主義を遵守させて申告させること自体が期待
できない。結果、納税者が金銭を受け取った時期に受け取った金額を申告する事態が生じる。
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を廃止した場合には廃止した年度の所得の必要経費となるので（所法 63条）、

被相続人が死亡まで事業を行っていた場合でも、被相続人の死亡により被相続

人の事業が廃止され、被相続人の死亡した年度の所得の必要経費となり、更正

の請求の対象となる。

　そうすると、理論的には、被相続人からの相続財産は、債権のうち貸し倒れ

た額が減少し、還付金の額が増加することになる。

　考えられる処理としては、まず第一に、還付金について相続した者に所得税

が発生し、相続税額の訂正（更正）は行わないという方法が考えられる。しか

しながら、この方法では、当該貸し倒れた債権は、相続人としては既に取得税

たる相続税の中で評価されて課税されているというのに、その債権が貸し倒れ

た結果当初支払われた所得課税が過大となり還付に至ったというのであるから、

当該相続税の評価を変えずに、今回取得した還付金のみ再度課税されるという

のでは、二重課税の問題が生じる。

　第二としては、第一の修正であり、相続税額の訂正（更正）はしないが、当

該還付金は相続税で評価された貸し倒れた債権が事実上転化したものであるか

ら、別途所得税は発生しないという処理の方法である。

　第三としては、結局のところ、相続人は当該貸倒債権が処理される結果、当

初から還付金も相続により取得していたものとして（反面貸倒債権は相続により

当初評価した金額により取得していなかったものとして）、相続税についても更正

の請求を行う方法が考えられる。この方法によれば、基本的には課税庁が被相

続人の当該年度の減額更正処分を行うとともに、相続人の相続税の減額更正処

分を行うことにより、是正できる問題である。

　相続人が被相続人の当該債権の取得後、自己の事業所得の資産として計上し、

当該貸倒損失を必要経費に算入してしまうと（所法 51条 2項）、還付金は発生

せず、第一の考え方の二重課税の問題も生じないし、第三の考え方の被相続人

の所得税減額更正処分とともに相続税の減額更正処分ということにもならない

ことになる（この場合、相続人は、一時所得の特別規定である相続により取得した

債権の貸倒を事業所得による損失として計上していることになる。また、還付金は



126

特集：法曹リカレント教育（小田島）

存しないが、相続人の当該年度の所得税は減少するという効果は生じる。）。

　⑹　なお、相続発生時に株式が存し、法人に金銭債権が存したが、後に貸し

倒れたという場合には、法人の貸し倒れた年度の損金に算入される。

　株式の評価としては、事後に資産が減少したものとして処理することになる

ので、相続時の評価は異ならないということになる。

　そもそも、株式の評価方法は多数存し、その評価方法のほとんどは当該債権

の評価及び貸倒の場合の評価につき正確に反映した評価をしているわけではな

い 47）。

　株式の譲渡時や相続時といった、取得者の株式の放出時に、株式の売却価格

として潜在的に反映されることがあったり、改めて株式の計算しなければなら

なくなったりといった場合が出てくる際に、間接的に反映されうるということ

になる。

4　保証債務、物上保証

　⑴　既に見てきたように、保証債務を負っているだけでは、確実と認められ

るわけではないから、控除債務には含まれない。しかし、相続時、既に履行請

求を受け、又は受けることが確実であった場合には、履行請求に係る債務は控

除債務として考慮できる。従って、保証債務は 22条に基づき現況に従い控除

47）株式の評価のうち、公開価格、取引価格による場合は当該債権が株式の価値としてどの
程度反映されているのか不明である。また、類似業種比準方式によると計算式に純資産価
額を求める部分が存在するが、この場合の純資産価額は簿価であって、当該債権だけでな
く総ての資産が簿価で算出されており、資産単体の時価での評価ではない以上、この部分
のみ取り出して計算し直すことは適切とはいいがたい。純資産価額方式であれば、正確に
反映していないとはいえないが、一般的に純資産価額方式より類似業種比準方式のほうが
低い税額が出ることから（計算式に安全性を見込んでいる部分が存する。）、純資産価額方
式で税額を計算する場合は少数であると考えられるし、法人税法上貸倒は当該事業年度で
処理し、その結果株式価格ないし価値が下落することから考えれば、この方式の時のみ、
相続時に遡って株式の再評価を行うという処理をすることについて、直ちに肯首するには
疑問がある。純資産価額方式においては、相続時既に債権の回収が著しく困難であったと
いったような債権（貸倒）の評価によって可及的に対処すべきと考える。
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債務に組み入れる。但し、債務の履行を行った場合には、求償債権が他方で立

つから、これを資産として組み入れる。このとき、時価評価をしてよいので、

求償債権が回収不能であったときは、資産の減少として考慮してよい。

　⑵　それでは、相続後に保証債務の履行を請求され、これを履行した場合は

どのように処理すべきか。本来は、負の相続財産の実現であるから、相続税の

評価を変えるべきとも考えられるが、主債務者の支払が滞り保証債務等の履行

を請求されたのは相続後の事由であること、及び、現行法上は、控除債務は確

実と認められるものに限る旨の条文があるのに、実際に履行を求められた場合

の更正の請求の条項が相続税法上に存しないことからすれば、相続時に遡って

処理するのではなく、所得税において考慮されると考えるのが素直であろう。

　担保権という趣旨では、譲渡所得課税の部分で、考慮されるところである。

即ち、保証債務を履行するための資産の譲渡があった場合において、その履行

に伴う求償権の全部又は一部を行使できないこととなったときは、その行使す

ることができないこととなった金額を前項（事業所得以外の貸倒）に規定する

回収することができないこととなった金額とみなして、同項の規定を適用する

とある（所法 64条 2項）。

　また、相続人が被相続人の事業を事実上承継し、相続人においても事業とし

て保証債務等の履行が発生したなどの場合には、事業所得上必要経費になる。

しかし、このような事情がない場合、即ち、相続により物的担保もなく単なる

保証人として債務を履行しなければならない場合は、債務控除できる規定がな

い。

　この場合、当該保証債務等は、相続人の任意で負ったわけではないのだから、

なんらかの救済策がなければならないだろう。保証債務等の履行により、求償

権（乃至代位債権）を得たとして、雑所得金額に算入し、同暦年に保証債務の

履行に伴う費用につき必要経費として算入し、求償権による回収不可能が明ら

かとなった段階で貸倒損失として処理するという方法が考えられる。求償権取

得も純資産の増加にほかならず、これに対する保証債務の履行についても求償

権取得に要するための、直接の関連性を有する客観的に必要な支出であること
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にほかならない。雑所得は損益通算の対象とならず、同年度に他の所得のない

納税者に対しては、何の救済にもならないのが難点であるが、これは現行法上

の限界であろう。もちろん、所得税法 64条 2項に重ねての損失の評価はでき

ないと考えられる。つまり、所得税法 64条 2項は、当該資産の譲渡は保証乃

至担保の履行としてなされたものであり、当該時点で求償権が回収不能である

ことが確実な場合には、当該損失は譲渡所得との結びつきが強く、別途事業所

得や雑所得の必要経費として計上するのは迂遠であるとの趣旨と考えればよい。

5　不動産、動産一般

　⑴　現預金や金銭債権を除く資産一般については、現物を入手した限りは、

当該資産の効用を得ることができるのであり、その資産取得による効用の量的

評価として、金銭的評価をしているだけに過ぎない。

　そして、その資産の価格は、時とともに変動するのが通常であるから、評価

すべき価格は、取得時の時価である。

　従って、相続開始後、資産価値が減少した場合も、相続時の評価は原則異な

らない。

　⑵　もっとも、相続後、震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災

害により、相続により取得した財産につき甚大な被害を受けた場合で、政令の

定める要件を満たす場合には、申告書の提出期限前であれば被害を受けた部分

の控除を、申告書の提出期限後（災害の止んだ日から 2月以内に申告することが

必要）であれば被害を受けた部分の税額を免除される旨の規定が存する（災害

被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律 4条、6条、1条。同施行令 11

条、12条）。

　⑶　それに該当しない場合にも、前記のとおり、当該資産を物納する際にも

相続税の評価は原則変わらないので、物納の要件を満たせば、いわば最後の手

段として、物納により対処することもできえよう。

　⑷　上記⑵のような場合等でない限りは、資産価値の減少は、所得税で考慮

される。即ち、一定の当該資産が滅失、盗難、横領された場合に限り、生活に
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通常必要ない資産は譲渡損失として（所法 62条）、生活に必要な資産は雑損控

除（所法 72条）として評価される。その他資産価値の減少は譲渡した際に売却

価格等が減少し、結果価値減少が譲渡所得として考慮されるといったことにな

る。

　⑸　なお、相続時、理論的には被相続人から相続人に対する譲渡により譲渡

所得が発生し、それを相続人が相続（一時所得）により取得したものと構成さ

れる。そして、限定承認では相続時に相続人の相続税（一時所得）に加え、被

相続人の譲渡所得を支払うことになるが、単純承認では被相続人の譲渡所得は

相続人の譲渡時まで繰り延べられる（所法 59条、60条）48）。もっとも、課税繰

り延べは、条文上「引き続きこれを所有していたものとみな」される（所法 60

条。被相続人の取得時の価格が取得価格となる。）。

　被相続人の取得時よりも相続時に一旦資産価値が高騰し、その後相続人の第

三者への譲渡時に価格が下落していた場合には、譲渡所得が資産保有中の増加

益を譲渡時に清算課税する構造上、単純承認の場合、相続人の譲渡価格から被

相続人の取得価格を差し引いた金額が所得として構成される。従って、相続時

の価格上昇は資産保有中の価値の増減に過ぎなくなり、課税関係としては無視

されることになる。

6　土地の資産価値の増減等

　⑴　土地は、時とともにその価格が高低に変動するものである。従って、評

価すべき時点は、被相続人死亡時の時価ということになる。

　もっとも、相続税評価額は、現在公示価格の 8割程度であるから、死亡時ま

での多少の価格下落、及び、死亡時から納付時までの多少の価値下落について

は、この 2割の余裕枠により吸収できることになる。

　⑵　相続後の資産価値の減少については、物納する場合には、既に述べたと

おり原則として相続時点の評価額で評価され、また、譲渡する際に、譲渡所得

48）以上、東京高判平成 25年 11月 21日参照。
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で考慮されることになる。

　⑶　次に、相続時相続により取得した土地等の財産につき、相続後、確定判

決により、第三者による取得時効の援用によって財産を喪失した場合の課税関

係について検討する。

　民事実体法上時効には遡及効が規定されているところであるが、仮に課税関

係についても相続前に時効の効果が遡るとすれば、相続税の申告に関し、「そ

の申告、更正又は決定に係る課税標準等又は税額等の計算の基礎となった事実

に関する訴えについての判決により、その事実が当該計算の基礎としたところ

と異なることが確定したとき」として、更正の請求（国税通則法 23条 2項 1号）

をなし得るところである。

　考え方としては、大きく、占有開始時、時効完成時、援用時という考えに分

けられる 49）。また、裁判例としては、「時効により所有権を取得する者は、時

効を援用するまではその物に対する権利を取得しておらず、占有者の時効取得

により権利を失う者は、占有者が時効を援用するまではその物に対する権利を

有していたということができる。」、「課税実務上、時効により権利を取得した

者に対する課税上の取り扱いにつき、時効の援用の時に一時所得に係る収入金

額が発生したものとし、時効により権利を喪失した者については、それが法人

である場合には、時効が援用された時点を基準に時効取得により生じた損失を

損金算入する扱いがされているが、正当な扱いとして是認することができる。」

として、援用時を基準とする裁判例が存する 50）。

　そもそも取得税は、個人の取得した所得に担税力を見いだすものであるとこ

ろ、占有者の援用により確定的に権利を取得する実体法上の効果を生ずるとい

う時効の性質や、所有者は時効完成前（或いは占有者に援用の意思のない場合）

は占有者に対し妨害排除請求ができ、当該財産の効用を得ることができたとい

49）この見解の状況については、橋本裕史「他人の時効取得を認める判決と後発的事由によ
る更正の請求」、前掲注 44）、192頁から 193頁の当該判例の評釈部分参照。

50）大阪高判平成 14年 7月 25日判タ 1106号 97頁。なお、この裁判例は時効完成前の事案
であったことに注意を要する。
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う事実には変わりがないことから考えると、基本的には援用時説が妥当である

と考えられる。

　しかしながら、相続の場合で、被相続人の包括承継人に至っては、相続開始

時、既に占有者の時効が完成しているならば（そして、占有者が無権限であるこ

とが分かれば時効援用する意思のある場合には）、占有者が時効の援用をすれば占

有者は財産権を取得し、他方所有者の相続人は財産権を喪失する立場にあり、

相続時から既に妨害排除請求権により占有者を排除できない。このような状況

により占有者より時効援用され財産権の喪失に至った場合には、相続人は相続

時より占有者から占有を移転して財産の効用を得ることができなかったわけで

あるから、更正の請求が認められるものと考えられる 51）。この理からすれば、

相続開始後、相続人が占有者に対する妨害排除請求の行使やその催告等時効中

断がおよそ不可能であったと認められる場合にも、同様の結論でよいと考えら

れる 52）。

　このように考えると、課税関係に影響を及ぼす時期は当該人物によりずれる

ことになるが、もとより取得税は、個人の取得した所得に担税力を見いだして

いるのであるから、むしろ当然の帰結と考えられる。

7　建物、減価償却資産その他一般の動産

　⑴　これらの資産は、通常経年劣化する資産であるから、年数とともに資産

価値が減少するのが通常である。

51）国税不服審判所裁決平成 14年 10月 2日裁決事例集 64号 1頁は、相続開始日に賃借権
の取得時効が完成しており、時効の援用があれば一方的に賃借権を時効取得される状態に
あったという点において、事実の相違があったということができるとし、国税通則法 23
条 2項の適用を認め、賃借権の取得時効の完成という事実上の制約が存していたという事
実を前提とした土地の評価を認めている。

52）金子・前掲注 1）、825頁は、相続人が時効中断の手続きをとるいとまがなかった等、真
に保護に値する場合には、相続人は申告納付した相続税の減額を求めて更正の請求をする
ことができると解すべきであるとする。また、相続開始前に時効が完成しており、相続税
の申告・納付ののちに、占有者に所有権を認める判決があった場合には、当然に後発的理
由による更正の請求が認められるべきものとする。
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　⑵　家屋や構築物の評価は、通達（或いは固定資産評価基準）では再建築の価

格から経年劣化の部分を減点して評価しているので、年数とともに資産価値が

減少する。

　⑶　美術品、骨董品などは、取得すれば効用を受ける資産で、かつ時価が変

動する財産である。従って、相続後の価値の増減は、譲渡、贈与した際又は盗

難等に遭った際に、譲渡した場合は譲渡所得の収入金額として、贈与した際は

贈与財産の価格として、盗難等の際には譲渡損失として、その時点の時価を改

めて求めることになる。

　もちろん、真作として評価したが後に贋作であったことが判明した場合には、

相続時から贋作であったものが事後判明しただけなので、相続税の問題であり、

更正の請求（国税通則法 23条 1項 1号）ができる。

8　株式

　これも、時の変動とともに価格が変動する資産であり、経年劣化する資産と

はいえない。しかし、企業の状況により価格が変動するものであるから、価格

が上昇する場合もあるし、無価値になる場合もある。

　上場株式の場合、既に述べたとおり、最終的には物納により対応できるもの

と考える。ただ、支配株などで延納を考えるのなら、上記永大産業事件判決の

ようなリスクは覚悟しなければならないだろう。

　通常の資産の価値増減のルールに従えば、相続時に一時所得の特別法として

取得時の時価を基準に課税され、以後は譲渡所得税のルールに従い、譲渡所得

として譲渡益の清算がなされる。

　取引価格のない株式（譲渡制限株式）は、事実上売れない場合が多い、物納

もできない、それにも拘わらず相続税の財産的評価を受けて納税義務を負うこ

とになる。

　このような会社が倒産して株式の価値が下落しても、延納していた場合には、

納税義務を避けられない。

　しかも、既に述べたとおり、法人の貸付金の貸倒なども、法人課税でのみ評
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価される。持分権の資産価値の変動は、配当所得及び譲渡所得で清算され、ま

た次の相続税の評価の際に考慮されることになるだけである。

　つまり、相続以前に対策しておかないと、対処困難になるということである。

換価するのさえ困難であるから、相続時の時価評価を複数の方法で算出して、

合理的な価格のうちから最も少額の評価を用いたり、相続の前から、資産価値

のない棚卸資産の処理、貸倒処理等をしていき、会社財産を合理な額にまで減

少させておく等の対策をしておくべきではないだろうか 53）。

53）本稿全体の参考文献として、引用した文献のほか、 佐藤英明『スタンダード所得税法
［補正 3版］』（弘文堂・2014）を参考にした。


